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令和 2 年度予算編成方針について（通知） 

 

 

1．我が国の動向と地方財政 

最近の我が国の景気については、輸出を中心に弱さが長引いているものの緩やかに回復し

ており、企業収益、雇用情勢の改善が見られます。 

今後も回復が続くことが期待されますが、通商問題を巡る緊張、中国経済の先行きなど海

外経済の影響や、消費税及び地方消費税の税率引上げ後の消費者マインドの動向、また昨今

相次ぐ自然災害の経済に与える影響には十分留意する必要があります。 

このような状況にあって国は、「経済財政運営と改革の基本方針 2019」において、人口減

少・少子高齢化の急速な進展というこれまで世界的にも経験したことがない大きな壁に立ち

向かい、持続的かつ包摂的な経済成長の実現と財政健全化の達成の両立を実現していくため、

潜在成長率の引上げにより成長力を強化し、成長と分配の好循環の拡大に取組むとともに、

誰もが活躍でき安心して暮らせる社会づくりを目指すこととしています。 

地方財政については、少子高齢化に対応した人づくり革命や、防災・減災、国土強靭化を

はじめとする暮らしの安全・安心の確保などの取組みを進めるとともに、地域の実情に応じ、

自主性・主体性を最大限発揮して地方創生を推進することができるよう、地方の安定的な財

政運営に必要となる一般財源の総額について、令和元年度地方財政計画の水準を下回らない

よう実質的に同水準を確保するものとしています。 

 

2．府中町の財政状況 

 府中町の財政状況を平成 30 年度決算で考察した場合、前年度と比較すると、経常収支比率

が 102.9％から 97.5％へ、実質公債費比率が 7.9％から 7.1％へ、将来負担比率が 130.7％か

ら 113.6％へそれぞれ下降し、良好な兆しが見受けられます。 

 しかし、一般会計の地方債残高は、前年度と比較し 4 億 6 千万円増加し 245 億 6 千万円と

なっているとともに、財政調整積立基金の残高は、1 億 3 千万円減少し 13 億 7 千万円となっ

ており、ストック指標として将来への不安を残しています。 

 

3．予算フレームの編成状況 

令和 2 年度一般会計予算フレーム（一般財源ベース）において、歳入では、町税で前年度

対比 9 千 2 百万円の減少となりますが、普通交付税・臨時財政対策債で 3 億 6 千 2 百万円の



 

 

増加が見込まれ、総額 1 億 3 千 8 百万円増加の 110 億 5 百万円により編成しています。 

歳出では、公債費が一部事務組合の公債費負担を含め、前年度対比 1 億 9 千 2 百万円増加

しており、制度改正等の経費を含め、財政計画分全体で 4 億 1 千 1 百万円増加しています。 

事務事業計画分においても、事業内容から 2 千 8 百万円の増加が見込まれます。 

歳出総額では、4 億 6 千万円増加の 113 億 2 千 7 百万円により編成しています。 

財源不足については、財政調整積立基金を 2 億円取崩して対応することとしますが、更に

1 億 2 千 2 百万円の不足が発生しているため、マイナスシーリングによる要求枠を設定し、

歳出削減を図ることとしています。 

 

4．予算編成方針 

 非常に厳しい予算フレームとなりますが、まちづくりを停滞させることなく、「住んでよか

った」「これからも住み続けたい」「住んでみたい」、そう実感できる府中町を目指して、下記

方針並びに別記「編成要領」に基づき、適時適切な令和 2 年度予算を編成することとします。 

（1）「第 4 次総合計画」の中間年度を迎えるにあたり、事務事業評価を踏まえるとともに、

施策指標の中間値達成を意識した予算編成とすること。 

（2）「まち・ひと・しごと創生総合戦略」、「第 5 次行政改革大綱」を反映した予算編成とす

ること。 

（3）「広島都市圏で一番の子育てしやすいまち」「志を育む教育のまち」「バランスのとれた

行政施策の展開」を実現する予算編成とすること。 

（4）平成 30 年 7 月豪雨災害の経験をいかに「災害に強いまちづくり」へつなげていくか、

その取組みが見える予算編成とすること。 

（5）財政調整積立基金からの取崩しを最小限に抑えることを念頭に、歳出削減や歳入確保に 

  ついて、新たな発想や手法を取り入れる余地がないか再度練り直した予算編成とするこ

と。 

（6）新規事業の実施や既存事業の拡充等に際しては、事業効果を充分精査・検討するととも

に、事業の見直しや特定財源の確保、広島広域都市圏の連携等により、一般財源ベース

の経費削減に努めること。 

（7）町長・副町長の枠外要求査定項目は、「子育て支援」、「志を育む教育」、「職員の人材育

成」、「笑顔の役場創出」、「災害に強いまちづくり」の 5 つとすること。 

 

 

 

 

 

 


